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1．はじめに 

水害統計 1)によると，2006年から 2013年における一般

資産被害額に占める内水氾濫の割合が，全国では 42%で

あるのに対し，東京都で 63.0%，愛知県で 85.0%，大阪府

で 96.5%と大都市で大きくなっている．このように，近年

の日本の都市で発生する水害は内水氾濫が中心となって

おり，効率的な治水政策を行うためには内水氾濫が頻発

している区域の特性を解明することが必要不可欠である． 

内水氾濫頻発区域の特性に関しては多くの既往研究が

ある．村山ら 2)，福嶋ら 3)は水害統計を用いて内水氾濫に

脆弱な地域を選択し，内水氾濫に脆弱となった過程を明

らかにした．しかし，水害統計では実際に浸水した地域

をミクロなスケールで空間的に知ることができない．ま

た，これらの研究は個別地域に限定して解析を行ってい

るが，内水氾濫頻発区域が普遍的に持つ特性を解明する

ためには，都市域全域といった広いスケールで解析を行

う必要がある．さらに，内水氾濫頻発区域の特性を解明

するためには，より詳細なスケールでの内水氾濫頻発区

域を抽出する必要がある．しかし，大都市全域といった

広いスケールにおける内水氾濫頻発区域の分布は未だわ

かっていない．一方，梯ら 4)はそれまでの研究で使われた

ことの無い水害区域図を用いることで全国の外水氾濫常

襲地を抽出し，その形成メカニズムを解明することに成

功した．中口ら 5)は梯ら 4)に倣い水害区域図を用いること

で，大阪市，名古屋市，和歌山市における内水氾濫頻発区

域の分布を明らかにし，主成分分析を用いてそれらの区

域が有する地形的特性を解析した． 

本稿では，中口ら 5)が行った解析をさらに進め，地形的

特性の解明を試みた． 

 

2．内水氾濫頻発区域の形成に対する地形的要因の解析 

2.1 “窪地”に位置する内水氾濫頻発区域の抽出 

中口ら 5)抽出した内水氾濫頻発区域は，どの要因に起

因して形成されたものか不明であるため，地形的に集水

し易い地域を地形的要因が他要因に対して卓越している

地域と仮定して算出した．土地利用を建物用地，降雨量

を大阪市における再現期間約 50 年極値降雨に相当する

250mm/day6)で一定とし，二次元不定流モデルを用いて降

雨による浸水深を算出した．床高を 0.45m と仮定し，浸

水深 0.45m 以上を地形的に水が集中しやすい“窪地”と

して抽出した．“窪地”に位置する内水氾濫頻発区域は，

大阪市で 10区域（14%），名古屋市で 58区域（54%），和

歌山市で 8区域（50%）であった．  

2.2 地形的特性の主成分分析 

中口ら 5)が用いた手法に従い，前節にて抽出した“窪地”

に位置する内水氾濫頻発区域を対象として地形的特性に

関する主成分分析を行った．使用行列は相関行列とした．

結果を表-1に示す．主成分分析の結果，固有値が 1を超

えた主成分は 3 都市とも第 3 主成分までであり，その累

積寄与率は大阪市：94%，名古屋市：80%，和歌山市：97%

であった．このことから，本研究で用いた変数を有効に

集約できたと言える． 

各主成分の内容に関して，第一主成分において負荷量

が大きい要素は大阪市では「上流側流路長」「流路長の差」，

名古屋市では「累積流量」「上流側流路長」「標高」，和歌

山市では「流路長の差」「上流側流路長」「累積流量」であ

った．名古屋市の「標高」を除けばこれらは全て対象区域
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第1主成分 第2主成分 第3主成分

固有値 2.24 1.68 1.57

寄与率 0.46 0.26 0.22

累積寄与率 0.46 0.71 0.94

第一位 上流側流路長 標高 傾斜角

第二位 流路長の差 凹地の深さ 下流側勾配

第三位 - 上流側勾配 凹地の容積

固有値 2.17 1.60 1.25

寄与率 0.43 0.23 0.14

累積寄与率 0.43 0.66 0.80

第一位 累積流量 下流側勾配 下流側流路長

第二位 上流側流路長 傾斜角 流路長の差

第三位 標高 凹地の深さ 標高

固有値 2.45 1.82 1.14

寄与率 0.55 0.30 0.12

累積寄与率 0.55 0.85 0.97

第一位 流路長の差 下流側勾配 下流側勾配

第二位 上流側流路長 勾配の差 標高

第三位 累積流量 下流側流路長 下流側流路長

大阪市

名古屋市

和歌山市

表-1：主成分分析の結果 
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の上流側の状況に関する要素である．このことから，内

水氾濫頻発区域を形成する地形的要因には上流側の状況

に関する要素が大きく影響を与えていると考えられる． 

2.3 地形的内水ハザードの可視化 

前項で得た主成分分析の結果より，内水氾濫頻発区域

の地形的特性と似た特性を持つ箇所を地形的内水リスク

の高い箇所として抽出することを試みた．まず，主成分

分析で得た主成分負荷量から，各都市の全域メッシュに

おける各主成分得点を以下の式で算出した． 

𝑷𝒏(𝒊,𝒋) = ∑(𝒂𝒎(𝒊,𝒋) ∙ 𝒍𝒎)

𝟏𝟏

𝒎=𝟏

(1) 

ここで，𝑷𝒏(𝒊,𝒋)はメッシュ(i,j)における第n主成分得点を，

𝒂𝒎(𝒊,𝒋)はメッシュ(i,j)における要素 m の標準化した値を，

𝒍𝒎は要素mの因子負荷量を意味する． 

次に，各メッシュにおける主成分得点と，内水氾濫頻発

区域の主成分得点の平均値の差の絶対値の合計を以下の

式で算出した． 

𝑬(𝒊,𝒋) = ∑(|𝑷𝒏(𝒊,𝒋) − 𝑷′
𝒏| ∙ 𝒘𝒏)

𝟑

𝒏=𝟏

(2) 

ここで，𝑬(𝒊,𝒋)はメッシュ(x,y)における地形的内水脆弱度

指標を，𝒘𝒏は第 n 主成分の寄与率を，𝑷𝒏(𝒊,𝒋)はメッシュ

(x,y)における第 n主成分得点を，𝑷′𝒏は内水氾濫頻発区域

における第 n主成分得点の平均値を意味する．すなわち，

𝑬(𝒊,𝒋)が小さいほど内水氾濫頻発区域と似た地形的特性を

有する箇所であり，地形的内水氾濫ハザードが大きいと

いえる．算出した Eの分布を図-1に示す．1993～2012年

の内水氾濫による浸水区域（図-1中に水色で示した区域）

における𝑬(𝒊,𝒋)の平均値を算出したところ，大阪市：1.92，

名古屋市：1.15，和歌山市：1.70であった．また，各都市

の全域における𝑬(𝒊,𝒋)の平均値は，大阪市：1.77，名古屋市：

1.39，和歌山市：2.16であり，大阪市においては浸水区域

における𝑬(𝒊,𝒋)の平均値が全域における平均値よりも大き

いことから，地形的特性のみによって大阪市の内水氾濫

による浸水区域を説明することは難しいと考えられる． 

 

3．結論 

本研究から，以下の結論を得た． 

1） 主成分分析を用いて“窪地”に位置する内水氾濫頻

発区域の地形的要因を分析したところ，各都市と

も第 3主成分までで要素を有効に集約できた．ま

た，各都市とも第 1主成分において主成分負荷量

が大きい要素は「上流側の状況」に関する要素で

あった． 

2） 主成分分析の結果を用いて都市域全域における

地形的内水脆弱度指標Eを算出し，過去の浸水実

績と比較した結果，大阪市では地形的要因で内水

氾濫の浸水区域を説明することは難しいことが

定量的に示された． 
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図-1：地形的内水脆弱度の分布（左：大阪市，中：名古屋市，右：和歌山市） 
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